日タイ経済連携協定大筋合意
－化学品分野の概要－

平成１７年９月１日

経済産業省　化学課

　９月１日、小泉総理とタクシン首相が会談を行い、日タイ経済連携協定の主要点について、大筋合意に達したことを確認した。

　化学品については、日本からタイに対し、機能性化学品等の関税を即時撤廃するよう要求してきたが、タイは、経済危機等の不測の事態に備えて、早期の関税撤廃につき難色を示し、長期の段階的な関税削減、関税維持を強く主張してきた。その一方で、タイは競争力の高い石油化学汎用樹脂について、日本に対してより短い期間での関税撤廃を要求してきた。

　昨年２月から全体交渉を開始し、今年２月からは数次にわたり化学品に関する個別交渉を行った結果、すべての品目について、関税撤廃する方向での大筋合意に到達した。
　今後、両国政府は、これまでに達成された成果に基づいて、協定を完成させるため、協定の条文交渉等の作業を行っていくことになる。

	＜実質合意の内容＞

○ 化学品分野の全品目について、１０年以内に関税撤廃することで合意した。

・ タイ側関税は、全ての品目について最長１０年以内に関税撤廃。うち、品目数で５８％、貿易額で２７％が即時撤廃。

・ 日本側関税は、ほぼ全ての品目について即時撤廃。石油化学汎用樹脂の一部については、最長で５年以内に関税撤廃（貿易額で３％相当）。


２００４年　２月１６～１７日　　　第１回会合（バンコク）
　　　　　　　４月　７～１０日　　　第２回会合（東京）
　　　　　　　６月１６～１８日　　　第３回会合（チャアム）　
　　　　　　　９月１３～１５日　　　第４回会合（東京）
　　　　　　１０月２５～２６日　　　首席代表レベル会合（東京）
　　　　　　１１月　８～１０日　　　中間会合（バンコク）
　　　　　　１２月　８～　９日　　　第５回会合（バンコク）、分野別交渉
　２００５年　１月２４～２６日　　　中間会合（バンコク）
　　　　　　　２月２４～３月３日　　第６回会合（東京）、分野別交渉　　　　　
　　　　　　　３月２３～２５日　　　第７回会合（東京）、分野別交渉
　　　　　　　５月２４日　　　　　　分野別会合（バンコク）
　　　　　　　６月７～９日　　　　　分野別会合（バンコク）
　　　　　　　６月２７～２９日　　　第８回会合（東京）
　　　　　　  ７月２５～８月１日　　第９回会合（バンコク）、閣僚会合
